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目的　地域組織への参加など高齢者の社会参加は介護予防施策で重視される。市町村介護保険事業
計画では，各地域の課題に基づく目標設定と計画作成，取組の評価，評価に基づく計画の見直
しが重要とされる。よって，介護予防のための地域の取組の進捗や成果を把握するための指標
が求められる。そこで本研究では介護予防に資する地域診断指標の開発に向け，市区町村単位
の地域組織参加率につき，要支援・介護認定率（以下，要介護認定率）との関連を地域組織の
種類と都市度別に検討し地域診断指標としての妥当性を明らかにした。

方法　対象は，Japan Gerontological Evaluation Study（JAGES）プロジェクトの『健康とくらし
の調査2016』に参加した39市町につき，政令指定都市を行政区で分割した91市区町である。同
調査の188,583人分と行政機関により公開されているデータを市区町単位で集計し分析した。
分析は要介護認定率を目的変数とする重回帰分析を行った。説明変数には，ボランティア，趣
味関係など 8 つの種類別の地域組織参加率と単身高齢者世帯割合など計 6 つの変数を用いた。
まず，対象91市区町で説明変数をすべて同時投入し（地域組織参加率は種類別に 1 つずつ）分
析した（分析 1 ）。次に，分析 1 で関連の示された種類の地域組織参加率につき都市度による
相違をみるため，対象91市区町を可住地人口密度の三分位で 3 群に層別化し分析した。層別化
後のサンプルサイズを考慮し，説明変数は地域組織参加率を含む 3 つに絞り同時投入し分析し
た（分析 2 ）。

結果　対象91市区町による分析 1 では，ボランティア，趣味関係，スポーツ関係，介護予防・健康
づくりの活動の 4 つの地域組織への参加率（β＝-0.49～-0.23）が要介護認定率と有意な関連
を示し（ｐ＝＜0.05），町内会・自治会（β＝-0.18）も関連のある可能性は示された（ｐ＜
0.10）。都市度で 3 群に層別化した分析 2 では，ボランティア（β＝-0.27）のように可住地人
口密度の高い群でのみ，町内会・自治会（β＝-0.34）のように低い群でのみ，スポーツ関係
（β＝-0.59～-0.48）などのように 2 群にまたがり有意な関連を示す地域組織という三様の結
果がみられた。いずれも地域組織参加率が高い市区町で要介護認定率は低いという関連であった。

結論　ボランティア，趣味関係，スポーツ関係，介護予防・健康づくりの活動など一部の種類の地
域組織への参加率は地域診断指標として妥当である可能性が示された。一方，地域組織の種類
や都市度により要介護認定率との関連の強さは異なる可能性も示唆された。

キーワード　介護予防，地域診断，参加，地域組織，要介護認定率，都市度
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Ⅰ　緒　　　言

　高齢者の社会参加は介護予防施策において重
視1）されている。背景には，地域で活動する組
織やグループ（以下，地域組織）への参加は高
齢者の介護予防に有効であるとの知見の蓄積が
ある。Kanamoriら2）は縦断データを用い，趣味
やスポーツ関係の地域組織など，または複数の
地域組織に参加している人は要支援・介護（以
下，要介護）認定を受けるリスクが低いことを
示している。疑似的な無作為化比較対象試験と
みなされる操作変数法という統計的手法で参加
者と非参加者の元の健康水準などの違いを考慮
しても，サロン参加により要介護認定3）は抑制
されるとの研究結果もある。これらはいずれも
個人単位の分析による。一方，市町村介護保険
事業計画では，地域ごとの実態把握・課題分析
に基づく目標設定と，具体的な計画を作成し取
組実績を評価し計画を見直すことが重要とされ
る1）。高齢者の介護予防に資する地域の取組の
進捗や成果を市町村等の地域単位で簡便かつ客
観的に把握できる指標が求められる。
　これまでに介護保険者単位で地域組織参加率
の高い保険者ほど要介護認定率は低いという関
連は報告されている4）ものの，サンプルサイズ
が24介護保険者と小さく，考慮されている交絡
要因は少ない等の限界を有している。例えば，
高齢者の地域組織への参加状況は都市度による
違いがあるとの報告がある。斎藤ら5）によれば，
趣味関係や町内会などの地域組織への参加は男
女とも都市度が高いほど参加しにくくなり，月
1 回以上に頻度を限ると女性で郡部より都市の
ほうが参加しやすい。また， 1 つの市の老人ク
ラブ会員における結果では，市街地のほうが郡
部的な地域よりも地域組織への参加など社会活
動は活発だとされる6）。反対に，対象は 4 地域
に留まるが，地域組織への参加は政令指定都市
の 1 行政区より町村で活発との報告もある7）。
　これらのように高齢者の地域組織への参加状
況は都市度による違いがあるが，地域単位の地
域組織参加率と要介護認定率の関連において都

市度による違いは検討されていない4）。加えて，
高齢者の地域組織への参加は活動内容や団体種
別で異なる8）ことも踏まえると，地域組織の種
類と都市度別の検討を要する。そこで本研究で
は介護予防に資する地域診断指標の開発に向け
た基礎資料を提供するため，市区町村単位の地
域組織参加率につき，要介護認定率との関連を
地域組織の種類と都市度別に検討し地域診断指
標としての妥当性を明らかにした。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　対象
　対象は Japan Gerontological Evaluation 
Study（JAGES）プロジェクトが2016年10月～
2017年 1 月に実施した『健康とくらしの調査
2016』に参加した39市町につき， 5 つの政令指
定都市を行政区で分割した91市区町（以下，区
は行政区）である。政令指定都市を行政区に分
割したのは，人口規模がそれ以外の市町（平均
10.7万人）より大きい（平均197.0万人）こと
と，要介護認定率のデータが利用可能であった
からである。
　『健康とくらしの調査2016』は要介護認定を
受けていない高齢者が対象の郵送による質問紙
調査である。対象の抽出方法は市町の人口規模
で異なり，人口の少ない市町は全数，多い市町
は無作為抽出，大都市は小地域でも一定のサン
プルサイズが確保できるよう割当抽出である。
総配布数279,661人で回収数196,438人（回収率
70.2％）であった。同調査で得られたデータの
うち回答者の居住する市区町が特定できた
188,583人分を市区町単位で集計して分析した。
市区町あたりの人数は，最小308，最大11,021，
平均2,072.3（標準偏差1,963.5）人である。

（ 2）　変数
　市区町単位で算出した以下の 6 つの数値を変
数として分析に用いた（表 1）。
1）　目的変数

　目的変数は要支援・介護認定率（以下，要介
護認定率）である。「介護保険事業状況報告
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（月報）」（2016年 3 月，厚生労働省）から第 1
号被保険者中の要支援・介護認定者の割合を算
出した。同報告は介護保険者単位のため，政令
指定都市と広域連合についてはJAGESプロ
ジェクト事務局を通じ自治体からデータ提供を
受け市区町の数値を算出した。
2）　説明変数

　説明変数は以下の 5 つである。まず，地域組
織参加率である。『健康とくらしの調査2016』
のデータから算出した。同調査には 8 つの地域
組織（①ボランティアのグループ②趣味関係の
グループ③スポーツ関係のグループやクラブ
④介護予防・健康づくりの活動⑤町内会・自治
会⑥老人クラブ⑦学習・教養サークル⑧特技や
経験を他者に伝える活動）につき，それぞれ
「週 4 回以上（参加）」～「参加していない」ま
での 6 段階で問う設問がある。本研究では，
「月 1 ～ 3 回」以上の頻度の選択肢を選んだ者
を “参加” とした。参加と回答した人数を分子，
当該設問の有効回答者数を分母として地域組織
の種類別に参加率を算出した。
　次に，後期高齢者割合である。高齢化の進展
に地域差があり，後期高齢者は要介護認定に至
りやすい8）ことを考慮した。「住民基本台帳に
基づく人口，人口動態及び世帯数」（2016年，
総務省自治行政局）を用い，後期高齢者数を全
高齢者数で除して算出した。そして，地域単位

で要介護認定率と関連する要因を検討した先行
研究において，単身高齢者世帯割合が高いと認
定率は高く4）9）10），高齢者有業割合4）11）12）が高い
と認定率は低いという関連が報告されているの
で用いた。前者は単身高齢者世帯数を高齢者の
属する世帯数で除して算出し，後者は就業して
いる高齢者数を全高齢者数で除して算出した。
どちらも「平成27年国勢調査結果」（総務省統
計局）による。なお，これら先行研究は都道府
県単位10）-12）が主で，そこでは企業所得・雇用者
報酬・財産所得からなる（ 1 人あたり）県民所
得も共通して関連がみられるが，市町村民所得
は一部の町と行政区で公開されていなかった。
本研究では経済指標として，市区町単位の数値
が入手可能な「経済センサス―活動調査」（2016
年，総務省統計局）から，事業所の売上（収
入）金額試算値（全産業合計）を従業者数（全
産業）で除した従業者 1 人あたり売上（百万
円）を算出して用いた。
　加えて，都市度を考慮するため可住地人口密
度（百人／㎢）を用いた。その理由は，これま
で都市度の指標として人口に関連する数値が用
いられており13）14），人口規模より市町村合併の
影響を受けにくいと考えたからである。「住民
基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数」
の人口を「統計でみる市区町村のすがた」（2016
年，総務省統計局）の可住地面積で除して算出

表 1　分析に使用した変数の記述統計：全対象ならびに層別化後1）の群別
全対象

（ｎ＝91）
区58-市16-町17

可住地人口密度
高群（ｎ＝30）
区29-市 1 -町 0

可住地人口密度
中群（ｎ＝31）
区23-市 8 -町 0

可住地人口密度
低群（ｎ＝30）
区 6 -市 7 -町17

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
要支援・介護認定率（％） 18.1 2.5 18.6 2.2 18.0 2.2 17.6 3.0
後期高齢者割合（％） 48.1 4.1 47.7 2.1 45.9 2.1 50.9 5.4
単身高齢者世帯割合（％） 11.1 3.4 12.0 2.7 10.5 2.3 10.9 4.6
高齢者有業割合（％） 22.6 3.2 22.3 3.1 21.3 2.3 24.2 3.5
従業者 1 人あたり売上（百万円）2） 24.9 14.1 28.4 16.0 27.5 15.6 18.6 6.8
可住地人口密度（百人／㎢） 53.3 41.0 98.5 18.0 54.7 22.0 6.6 5.1
ボランティアのグループ月 1 回以上参加（％） 15.8 2.5 16.6 2.3 16.3 2.0 14.5 2.5
趣味関係のグループ月 1 回以上参加（％） 38.3 5.7 41.3 4.1 40.2 3.8 33.1 5.2
スポーツ関係のグループやクラブ（月 1 回以上参加％） 29.7 5.4 32.2 4.4 31.9 3.9 25.0 4.7
介護予防・健康づくりの活動（月 1 回以上参加％） 8.3 1.9 8.1 1.6 8.0 1.3 8.7 2.5
町内会・自治会（月 1 回以上参加％） 10.7 3.0 11.3 2.4 11.2 2.4 9.6 3.6
老人クラブ（月 1 回以上参加％） 8.5 3.2 6.8 1.5 8.0 2.4 10.8 3.8
学習・教養サークル（月 1 回以上参加％） 10.2 2.6 11.8 1.8 10.9 2.1 7.8 2.0
特技や経験を他者に伝える活動（月 1 回以上参加％） 7.6 1.7 8.7 1.5 7.8 1.4 6.4 1.3

注　1）　可住地人口密度高－中－低群は，対象91市区町を可住地人口密度の三分位で層別化した（第一分位数19.0，第二分位数80.9）
　　2）　従業者 1 人あたり売上は，市区町単位で事業所の売上（収入）金額試算値（全産業合計）を従業者数（全産業）で除したもの
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した。

（ 3）　分析
　サンプルサイズを考慮し，地域組織の種類別
の地域診断指標としての妥当性に焦点を絞り検
討する分析 1 と，分析 1 をもとに都市度別の相
違を検討する分析 2 の 2 つの分析を行った。
1）　分析 1－91市区町による分析

　対象91市区町で，要介護認定率を目的変数と
し，上述の説明変数をすべて投入した重回帰分
析（強制投入法）を行った。地域組織参加率に
ついては地域組織の種類別に 1 つずつ投入した。
2）　分析 2－都市度で層別化した分析

　対象91市区町を次に示すように都市度で 3 群
に層別化し，要介護認定率を目的変数，地域組
織参加率・後期高齢者割合・単身高齢者世帯割
合を説明変数とする重回帰分析（強制投入法）
を行った。層別化は対象91市区町の可住地人口
密度の三分位による。対象の可住地人口密度は
最小0.3，最大165.6，平均53.3百人／㎢で，第

一分位数19.0，第二分位数80.9であった。サン
プルサイズは可住地人密度の高い群から順にｎ
＝30（高群），ｎ＝31（中群），ｎ＝30（低群）
となった。
　地域組織参加率は分析 1 でｐ＜0.10で関連を
示した種類の地域組織参加率を用いた。また，
層別化後の各群のサンプルサイズを踏まえ，地
域組織参加率以外の説明変数は，要介護認定者
が増加する後期高齢者8）の比率の多寡を示す後
期高齢者割合と，先述した先行研究4）9）10）で要介
護認定率との関連が比較的強かった単身高齢者
世帯割合の 2 つに限った。
　分析にはIBM SPSS Statistics Ver24.0を使
用し，統計的な有意水準はｐ＜0.05としたが，
ｐ＜0.10まで参考値として結果に示す。

（ 4）　倫理的配慮
　使用する質問紙調査『健康とくらしの調査
2016』は国立長寿医療研究センター（承認番号
992，2017.1.27承認）と千葉大学（承認番号

表 2　組織種類別の地域組織参加率と要介護認定率の関連：対象全91市区町による重回帰分析（分析 1）
全対象Model 1 4） 全対象Model 2 4） 全対象Model 3 4）

Ｂ（95％信頼区間） β ｐ Ｂ（95％信頼区間） β ｐ Ｂ（95％信頼区間） β ｐ
後期高齢者割合 0.24（ 0.07-  0.40） 0.39 0.005 0.20（ 0.03-  0.37） 0.33 0.019 0.14（-0.02-  0.30） 0.23 0.087
単身高齢者世帯割合 0.10（-0.09-  0.29） 0.14 0.279 0.06（-0.13-  0.26） 0.09 0.507 0.09（-0.09-  0.27） 0.13 0.304
高齢者有業割合 -0.13（-0.30-  0.03） -0.17 0.114 -0.16（-0.33-  0.00） -0.21 0.057 -0.17（-0.32- -0.01） -0.21 0.033
従業者 1 人あたり売上（百万円）2） 0.00（-0.03-  0.03） 0.01 0.883 0.01（-0.03-  0.04） 0.03 0.716 0.00（-0.03-  0.03） 0.02 0.847
可住地人口密度（百人／㎢） 0.02（ 0.01-  0.03） 0.35 0.001 0.03（ 0.01-  0.04） 0.45 ＜0.001 0.03（ 0.02-  0.04） 0.46 ＜0.001
ボランティアのグループ3） -0.24（-0.43- -0.04） -0.23 0.020
趣味関係のグループ3） -0.16（-0.27- -0.05） -0.36 0.006
スポーツ関係のグループやクラブ3） -0.22（-0.33- -0.12） -0.49 ＜0.001
Ｆ（6，84）調整済決定係数 8.35（ｐ＜0.001）0.33 8.90（ｐ＜0.001）0.35 11.54（ｐ＜0.001）0.41

全対象Model 4 4） 全対象Model 5 4） 全対象Model 6 4）

後期高齢者割合 0.28（ 0.12-  0.43） 0.45 0.001 0.28（ 0.11-  0.44） 0.45 0.001 0.26（ 0.09-  0.43） 0.43 0.003
単身高齢者世帯割合 0.08（-0.10-  0.26） 0.11 0.357 0.12（-0.07-  0.31） 0.16 0.221 0.11（-0.09-  0.31） 0.15 0.266
高齢者有業割合 -0.13（-0.28-  0.02） -0.16 0.098 -0.10（-0.26-  0.06） -0.13 0.228 -0.08（-0.24-  0.08） -0.10 0.339
従業者 1 人あたり売上（百万円）2） 0.00（-0.03-  0.03） 0.00 0.959 0.00（-0.03-  0.04） 0.02 0.831 0.00（-0.03-  0.03） 0.00 0.988
可住地人口密度（百人／㎢） 0.01（ 0.00-  0.03） 0.24 0.016 0.02（ 0.01-  0.03） 0.35 0.001 0.02（ 0.00-  0.03） 0.30 0.011
介護予防・健康づくりの活動3） -0.45（-0.67- -0.23） -0.34 ＜0.001
町内会・自治会3） -0.15（-0.31-  0.00） -0.18 0.056
老人クラブ3） -0.01（-0.18-  0.16） -0.01 0.930
Ｆ（6，84）調整済決定係数 11.02（ｐ＜0.001）0.40 7.87（ｐ＜0.001）0.31 6.94（ｐ＜0.001）0.28

全対象Model 7 4） 全対象Model 8 4）

後期高齢者割合 0.27（ 0.10-  0.44） 0.44 0.002 0.24（ 0.07-  0.41） 0.39 0.006
単身高齢者世帯割合 0.11（-0.08-  0.31） 0.15 0.258 0.12（-0.08-  0.31） 0.16 0.234
高齢者有業割合 -0.07（-0.24-  0.09） -0.09 0.385 -0.09（-0.26-  0.07） -0.12 0.266
従業者 1 人あたり売上（百万円）2） 0.00（-0.03-  0.03） 0.00 0.986 0.00（-0.04-  0.03） -0.01 0.908
可住地人口密度（百人／㎢） 0.02（ 0.00-  0.03） 0.28 0.021 0.02（ 0.01-  0.04） 0.36 0.002
学習・教養サークル3） 0.05（-0.18-  0.28） 0.05 0.676
特技や経験を他者に伝える活動3） -0.18（-0.52-  0.16） -0.12 0.300
Ｆ（6，84）調整済決定係数 6.98（ｐ＜0.001）0.29 7.21（ｐ＜0.001）0.29
注　1）　ｎ＝91，目的変数：要支援・介護認定率，Ｂ：非標準化偏回帰係数，β：標準化偏回帰係数
　　2）　従業者 1 人あたり売上は市区町単位で事業所の売上（収入）金額試算値（全産業合計）を従業者数（全産業）で除したもの
　　3）　月 1 回以上の参加している高齢者の割合
　　4）　対象全91市区町で分析。説明変数の地域組織参加率として用いた地域組織の種類（表側参照）がモデルにより異なる。
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2493，2016.10.21承認）の倫理審査で承認を受
けた。課題名：JAGES（Japan Gerontological 
Evaluation Study，日本老年学的評価研究）プロ
ジェクト－災害被災地含む全国約40市町村にお
ける高齢者の健康と暮らしに関する疫学研究－

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　91市区町での重回帰分析（分析 1）
　対象91市区町による分析 1 の結果を示す（表
2）。有意な関連を示した地域組織参加率は，
ボランティアのグループ（β＝-0.23），趣味関
係のグループ（β＝-0.36），スポーツ関係のグ
ループやクラブ（β＝-0.49），介護予防・健康
づくりの活動（β＝-0.34）の 4 つであった
（ｐ＜0.05）。加えて，統計的に有意ではない
が，町内会・自治会（β＝-0.18）も関連のあ
る可能性は示された（ｐ＜0.10）。いずれも地
域組織参加率が高いと要介護認定率は低いとい
う関連であった。
　その他の変数は投入する地域組織の種類に
よって多少異なるが，全体の傾向として後期高
齢者割合と可住地人口密度は数値が高いと要介
護認定率も高いという有意な関連が多くみられ
た。

（ 2）　都市度で層別化した重回帰分析（分析 2）
　対象91市区町を都市度（可住地人口密度）で
3 群に層別化した分析 2 の結果を示す（表 3）。
可住地人口密度高群では，ボランティアのグ
ループ（β＝-0.27），趣味関係のグループ（β
＝-0.52），スポーツ関係のグループやクラブ
（β＝-0.59），介護予防・健康づくりの活動
（β＝-0.28）の 4 つが有意であった。中群で
は，スポーツ関係のグループやクラブ（β＝
-0.48）のみが有意であり，統計的に有意では
ないが趣味関係のグループ（β＝-0.32）も関
連のある可能性は示された（ｐ＜0.10）。低群
では，介護予防・健康づくりの活動（β＝
-0.32），町内会・自治会（β＝-0.34）の 2 つ
が有意であった。いずれも地域組織参加率が高
いと要介護認定率は低いという関連であった。

　その他変数は都市度と投入する地域組織の種
類によって異なるが，可住地人口密度高群と低
群において後期高齢者割合が高いと要介護認定
率も高いという有意な関連が多くみられた。
　分析 1 と分析 2 を通じてVIF（Variance In-
flation Factor）が3.0以上の変数はなかった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究結果の地域組織参加率と要介護認定
率の有意な関連は，参加率の高い市区町ほど
要介護認定率は低いというものであった。以下
では，個人単位および地域単位の先行研究結
果2）-4）15）-17）と本研究結果の比較から，市区町単
位の地域組織参加率の地域診断指標としての妥
当性を考察する。

（ 1）　個人単位の研究結果との比較
　個人単位の研究により地域組織への参加と介
護予防の関連について，以下のことが明らかに
されている。要介護認定の予防では，スポーツ
関係や趣味関係の地域組織，町内会・自治会2）

のほか，介護予防・健康づくりを目的としたサ
ロン3）への参加が要介護認定を受けるリスクを
低減するとされる。要介護に至る高リスク状態
である運動器15）16）や認知機能低下等15）について
も，スポーツ関係，趣味関係，ボランティア，
老人クラブといった地域組織15）のほか，公民館
に集まり運動するなどの介護予防事業16）への参
加によりリスクが低くなるとされる。これらの
ように，ボランティア，スポーツ関係，趣味関
係，介護予防・健康づくりの活動，町内会・自
治会への参加が介護予防に資するという個人単
位の先行研究の結果2）3）15）16）は，本研究結果と整
合的である。

（ 2）　地域単位の指標を用いた研究結果との比較
　地域単位の研究により地域組織への参加と介
護予防の関連につき，以下のことが明らかにさ
れている。介護保険者単位4）や校区単位の分
析15）で，ボランティア，趣味関係，スポーツ関
係の地域組織への参加率の高さが要介護認定率
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の低さ4）や要介護に至る高リスク状態である運
動器や認知機能低下の該当者割合など15）の低さ
と関連するとされる。ある町で，介護予防教室
とその後の自主グループ活動の推進も含む介護
予防事業が要介護認定率の抑制に寄与したとの
報告もある17）。ボランティア，趣味関係，ス
ポーツ関係，介護予防・健康づくりの活動に関
するこれら地域単位の先行研究の結果4）15）17）は
本研究結果と整合的である。
　一方，町内会・自治会は先行研究において，
前期・後期高齢者や参加頻度の別などで，参加
率が高いと要介護認定率4）や要介護に至る高リ
スク状態の該当者割合15）は低いという関連のほ
か高いという関連もみられ，一部は本研究と逆
の結果になる。交絡要因の扱い方，地域の単位，
参加とみなす頻度の違いによるほか，調査時期
の違いによる経年変化も考えられる。

（ 3）　地域診断指標としての利用に向けて
　本研究結果で有意（ｐ＜0.05）かつ個人単位
および地域単位の先行研究の結果と整合的で
あったボランティアのグループ，趣味関係のグ
ループ，スポーツ関係のグループやクラブ，介
護予防・健康づくりの活動の 4 つの地域組織の
参加率は，市区町単位の地域診断指標として妥
当である可能性が示されたと考える。町内会・
自治会についても可能性は残るが，これら 4 つ
に比べると妥当性は劣る可能性もあり，さらな
る検証を要する。
　また，都市度別の分析から地域組織の種類と
都市度で関連の様相は異なる可能性を示す結果
も得られている。例えばボランティアのグルー
プは都市度の高い群でのみ，町内会・自治会は
都市度の低い群でのみ有意であった。この違い
は，都市度別の分析（分析 2 ）が対象91市区町
の分析（分析 1 ）でｐ＜0.05またはｐ＜0.10を
示した地域組織に限り，同じ対象を三分して分
析していることから，関連の強さの相対的な違
いとも考えられる。一因として，スポーツ関係
の地域組織への参加率が高い地域では非参加者
を含めてもうつ割合が低い18）といった波及効果
の違いが考えられる。本研究は地域組織参加率

を最低月 1 回からの参加頻度で集計しているた
め，参加自体の効果以外も含む指標である可能
性はある。Satoら19）によれば，他者一般への信
頼は都市と農村ともに主観的健康感の良好さと
関連するが，地域の人々への信頼は都市でのみ
同様の関連を示す。地域組織参加率の波及効果
も地域組織の種類と都市度で異なるかもしれな
い。

（ 4）　本研究の限界
　本研究の対象は北海道から九州までの各地の
市区町だが無作為抽出ではなく，対象とした
データに依存した傾向が観察された可能性はあ
る。取得できたデータやサンプルサイズによる
限界を含め，分析で考慮できていない交絡要因
による影響もあり得る。また，本研究で操作的
に分類した都市度の妥当性も検討課題として残
る。加えて，時につれ地域組織への参加率が変
動し関連も変化する可能性は高いので，交絡要
因の影響や地域組織の種類と都市度との関連に
つき，より多数の市区町村を対象とした研究で
検証を重ねる必要がある。本研究結果は，横断
データによる分析で逆の因果の可能性も含んで
いるため，縦断データを用いた検証も望まれる。

Ⅴ　結　　　語

　介護予防に資する地域診断指標の開発に向け，
市区町単位の地域組織参加率と要支援・介護認
定率の関連を地域組織の種類および都市度別に
検討した。ボランティア，趣味関係，スポーツ
関係，介護予防・健康づくりの活動など一部の
種類の地域組織への参加率は地域診断指標とし
て妥当である可能性が示された。一方，地域組
織の種類や都市度で要支援・介護認定率との関
連の強さは異なる可能性も示唆され，指標とし
て利用する際はこの点に留意する必要がある。
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